
独立行政法人国立重度知的障害者総合施設のぞみの園  
における施設利用者の地域生活への移行等について   

のぞみの園は、昨年度（平成18年）10月の障害者自立支援法の本格施  

行に伴い、新事業体系に移行しており、r▲施設入所支援」、「生活介護」及び  

「自立訓練（生活訓練）」を実施している。   

また、群馬県知事の指定を受け、「短期入所」及び「相談支援」の事業を  

実施するほか、高崎市等か らの委託により「日中一時支援事業（地域生活支  

援事業のその他の事業）」を実施している。  

1，施設利用者の地域生活への移行の取組みについて   

地域生活移行について、出身地域や近隣地域のケアホーム等への移行  

を基本として進めている一ところであり、施設利用者本人の意向はもちろ  

んのこと、保護者等の意向、本人の生活歴等も尊重しつつ、個々の施設  

利用者ごとに慎重かつ丁寧に進めていくことを基本としている。   

＜施設利用者の地域生活への移行について（別紙1参照）＞   

現在、のぞみの固においては、地域生活への移行に向けた様々な取組  

みを行い、関係の地方公共団体等と個別の協議を行っており、円滑な地  
域移行ついて引き続き協力をお願いするとともに、管内市区町村へ周知  

されたい。  

＜平成19年9月1日現在 出身地表：42都道府県255市区町村  
（別紙2参照）＞  

＊ のぞみの園 地域移行担当 → 地域支援部地域移行課  

沌L．027－320－1373）  

2，知的障害者の支援技術などに関する調査・研究等について  

①調査・研究等について   

知的障害者の支援技術などに関する調査・研究を行い、成果について  

情報提供を行っている。  

（平成18年度 主な調査・研究）   

ア．知的障害者の地域移行を困難にする二次的障害とその対策に関す  

る研究  

（平成16年度～平成18年度厚生労働科学研究費補助金）   



イ．知的障害のある人の地域生活移行支援過程における満足感の把握  

～地域生活体験者へのフォーカス・グループインタビュー法の実施から～  

＊ のぞみの園 調査・研究担当 → 企画研究部研究課  

（駄．027－320－1445）  

②援助・助言について   

知的障害関係施設等の求めに応じて、重度の知的障害者の地域移行の  

取組、障害者自立支援法に基づく新しい事業体系への移行、重度化・高  

齢化した知的障害者に対する支援技術等に関する援助・助言を行ってい  

る。  

＊ のぞみの園 援助・助言担当 ¶－－）事業調整部サー鵬ビス調整室  

（1も1一．027一っ20－－1562）  

③養成・研修について   

当法人においてけ、調査・研究の成果を踏まえ、全国 の知的障害者の  

支援業務等 に従事すう者に対し、専門的・体系的な養成・研修事業を実  

施しており、今後、下記セミナ、岬－を開催する予定であるので、管内の関  
係団体等に対して周知されたい。  
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研究コーース  開催場所  開催予定月  

成文援セミナーー  i2てミ［∃（木）～21  新事業体系）  

2FJ 知的障害者の健康  

管理セミナー（＊）   

ホテルメトロポ  

リタン高崎  

80人  12月  

6日（木）へJ7ぎヨ  

（金）  

＊ のぞみの固 養成・研修担当・一→ 企画研究部企画研修課  

沌L．027づ20一一1367）  



（別紙1） 施設利用者の地域生活め、の移行に誓い環   

0平成16年4月に入所者の地域移行を専門に扱   
う「地域支援部」を設置。   

0本人措保護者に対する説明会を開催。   
＝8年度）具体的な事例を視覚的に見せるため、   
地域移行した者の生活紹介ビデオを製作。   

0生活体験ホmムの設置句会室個室の専用施設、   
職員宿舎の空室等を活用して、入所者が地域生   
活を体験することを実施。   
（定員40名）  

地域移糎の取組み  
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※15年度は10月から翌年3月   
までの6か月。  

19年度は7月末現在。  

地域移行した者（19年7月末現在）  

ぺく入所者数4月・3名  こ独法化韓との比較△56名）＞   



（別紙2） 独立行政法人のぞみの園施設利用者の出身市町村一覧  

平成19年9月1日 現在  



出身都道府県  出身市町村  入所  適所   

91  目黒区   3  

92  大田区   3   

93  世田谷区   

94  渋谷区   

95  杉並区   

9G  豊   4  

97  北区   

98  荒川区   

99  板橋区   4   

出身都道府県  出身市町村  入所  通所   

1：うり  川崎市   4  

14（）  城山町   

ト11  大和市   

トほ  横須賀市   

ト13  座間市   

ノ  野  

ト15  厚木市   

146  藤沢市   

1′17  横浜市   

1Sコ  岐阜市   

ユ83  多治見市   

184   静岡県  三島市   2  

185  静岡市   

1S6  伊豆の国市   



出身都道府県  出身市町村  入所  適所   

187  川根本町   

：圧ミ臼  藤   

1．89  裾野市   

190  松町   

t91  湖西市   1   

192  jl   

1～）3  

t（）4  森町   

195  愛知県  川＼牧市   I  

－‾…仙 

22】 赤穂市   

222   奈良県   天川村   

223   和歌山県   和歌山市   

221  紀の川市   l   

25   鳥取県   八頭町   l  

226  琴浦町   

2：三7  鳥取市   

228   島根県   益田市   l  

22ミ‥）  雲市   2   

2ニう0  2   

23i  江市   

2こう2   岡山県   岡山市   

2：う3   広島県   廿日市市   

出身都道府県  出身市町村  入所  適所   

234  広島市   4  

235  道市   

2：う6  北広島町   

2こう7  三原市   

2ニうH   山口県  岩国市   

2こう9  周南市   

240   徳島県  阿南市   

2ミ′ごと1  香j【l県  

∵∴†」  丸亀市  

t）′1リ  ∠ノトり   愛媛県  今治市   

㌢‖  伊町   

2／lざう  ■ 松山市   

1元竜 高知市   

土佐【町  

土佐市   ⊥聖－1岬＿＿．＿＿＿＿．MⅥ．－＿．→ ：シとJ  
虹⊥ 

一一叩－・・…1・  

ニ竺至至 大分市  山一  

細  

ヨ L二＿．∴剛＿、－⊥⊥⊥、．．＿、．」   



障害福祉計画に係る数値目標等の全国集計結果   

1 調査の概要等   

○ 概要  
各都道府県及び市町村については、国の基本指針において、遅くとも平成1  

8年度末までに障害福祉計画を作成することとしている。  

本調査は、各都道府県が策定した障害福祉計画について、国の基本指針にお  

いて定める数値目標及びサービス見込量の設定状況を把握するために報告を求  

め、概要を取りまとめたもの。  

○ 調査時点  

平成19年7月末時点における都道府県の障害福祉計画の数値目標及びサー  

ビス見込量を集計した。（各数値は、千未満を四捨五入している。）  

○ 調査対象自治体数  

47都道府二県   

2 各都道府県における障害福祉計画の全国集計結果について  

（1）数値目標の集計結果について  

※ 数値目標を設定していない都道胸二県があり、当該都道府県分を含まない数値である。  

1福祉施設からの地域生活への移行  
獄懐   考え：貯   

現在の施設入所者  14．6 万人  平成17年10月1日現在の全施設入所者  

1．9 万人  上記のうち、グループホーム・ケアホーム等へ地域移行する者の数  

地域生活移行者数  
13．2  ％  地域生活移行者数を全入所看で除した値  

施設入所者の削減数   
※ 1．1 万人  平成23年度末段階での削減数  

※  7．8  ％  削減数を全入所看で除した値   

2 退院可能精神障害者の減少  
項項 数億   考え万 

現在の退院可能精神障害者数については、各都道府県にお  

現在の退院可能精神障害者  
いて独自に実態調査を実施しているケースがあるため、調査  

4．9 万人                  時点や対象者が異なる場合や現在数を記載していない場合が  
ある。  

＼、＼＼：  報    嶺少尉二二と≧≧…ミとと…ミ≒  ※ 3．7 万人  上記のうち、平成23年度末までの減少数   

3 福祉施設から一般就労への移行  
項欝  敷儒   準養諏   

現在の年間一般就労移行者数  0．2 万人  平成17年度において福祉施設を退所し、一般就労した者の数   

0．9 万人  平成23年度において福祉施設を退所し、一般就労する者の数   
棟  年間一般就労移行音数  
億  3．9 岳  平成23年度目標値の平成17年度実績に対する割合  



（2）サービス見込量の集計結果について  

○新休系サービス見込王  

1訪問系サービス  

種類   平成18年度   平成19年度   平成20年度   平成23年度   

居宅介護  

重度訪問介護  

行動援護  
340．1万時間   376．1万時間   412．2 万時間   521．8 万時間   

重度障害者等包括支援  

2 日中活動系サービス  

種類   平成18年度   平成19年度   平成20年度   平成23年度   

生活介護   45．2 万人日分   132．1万人日分   201．7 万人日舅   393．7 万人日ガ   

自立訓練（機能訓練）   2．3 万人日分   5．9 万人日分   8．6 万人日∠   14．6 万人日舅   

自立訓練（生活訓練）   6．4 万人日分   20．0 万人日分   31．2 万人日   58．9 万人日ノ   

就労移行支援   8．9 万人日分   29．2 万人日分   41．5 万人日   72．0 万人日舅   

就労継続支援（A型）   3．1万人日分   9．2 万人日分   15．6 万人日   42．8 万人日舅   

就労継続支援（B型）   21．6 万人日分   73．9 万人日分   122．1万人日   234．2 万人日舅   

療養介護   0．3 万人分   0．4 万人分   0．4 万人分   1．0 万人分   

児童デイサーービス   23．3 万人日分   26．2 万人日分   28．3 万人日舅   33．9 万人日   

短期入所   21．1万人日分   24．4 万人日分   26．8 万人日   34．5 万人日∠   

3居住系サービス  

種類   平成柑年度   平成19年度   平成20年度   平成23年度   

共同生活援助，  
共同生活介護   

3．8 万人分   4．5 万人分   5．3 万人分   8．0 万人分   

施設入所支援   0．8 万人分   3．6 万人分   6．0 万人分   13．5 万人分   

4相談支援  

種類   平成18年度   平成19年度   平成20年度   平成23年度   

相談支援   1．6 万人分   2．8 万人分   3．4 万人分   4．8 万人分   

○旧体系サービス見込i  

l日中活動系サービス  

種類   平成18年度   平成19年度・   平成20年度   平成23年度   

旧通所系サービス   318．1万人日分   257．3 万人日分   201．0 万人日   5．7 万人日弱   

旧入所系サービス   247．2 万人日分   185．5 万人日分   132．7 万人日   3．5 万人日   

2居住系サービス  

種類   平成18年度   平成19年度   平成20年度   平成23年度   

旧入所系サービス   14．2 万人分   11．3 万人分   8．8 万人分   0．3 万人分   

（注1）ここでいう「時間」とは、平均的な月間のサービス提供時間をいう。  

（注2）ここでいう「人日分」とは、「人日分」＝「月間の利用人数」×「一人一月当たりの平均利用日数」をいう   



3 参考図  

【数値目模】福祉施設からの地域生活への移行  

妻 ○施設入所者の地域生活への移行については、平成23年産までに現在の施設入所者（14 6万人）のうち、19万人（約13％）が地  

… 域生活へ移行するとともに、入所待機者の動向等を勘案した結果、現在の施設入所者のうち11万人（約7 8％）が削減されることが  

至 見込まれている。  

‾‾‾一1●1‾‾‾‾‾■‾‾‾■一‾ 「  

【現在（平成17年10月時点）】  【平成23年度末】  

【数値目標】入院中の退院可能頼神障害者の減少日額値  

○退院可能精神障害者については、受け入れ条件が整えば退院可能な精神障害者（以下、退院可能精神障害者。）4 9万人   

のうち、平成23年度末までに3 7万人を退院させることが見込まれている。  

※数値隠棲を投  ていない都道  
府県があり、当該  

※現在の退院可能精神障害者数に  
ついては、各都道府県において独  

自に実態調査を実施しているケー  

スがあるため、調査時点や対象者  

が異なる場合や現在数を記載して  
いない場合がある。  

ない数値である   

【平成23年度末】   【現在】  



【数値目標】福祉施設から一般就労への移行等  

○一般就労への移行については、平成23年度中に一般就労へ移行する者の数が、平成17年度の一般就労移行実績の約3．9倍に  

なることが見込まれる。また、就労継続支援事業全体の見込量において、その約15％が就労継続支援A型である。  

【現在（平成17年度）】  【平成23年度】  

障害福祉サービス見込iの推移（訪問系サービス）  
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障害福祉サービス見込量の推移（日中活動系サービス）  
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※児童デイ・短期入所頒養介護は含んでいない0  

i※「人目分」＝「月間の利用人数」×「一人一月当たりの平均利用日数」・  
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（人日分）  

障害福祉サービス見込量の推移（居住系サービス）   




